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韓日条約の法的位置付け　～いかに克服するか～

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　金　昌　禄　１）

Ⅰ.　はじめに

「過去史」の問題をめぐって韓日関係がたいへん不安定である。1965年に「大韓民国と日本国との間の基本関係に関する条約」（以下「基本条約」と略す）と「財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する大韓民国と日本国との間の協定」（以下「協定」と略す：また「基本条約」と「協定」をあわせて「韓日条約」という）が締結されたのにもかかわらず、その締結40周年になる今、「基本関係」の核心であるはずの35年間の日本による韓半島支配の性格に対する理解の差に基づく「教科書波動」が定期化・激化しており、「解決」されたはずの「財産および請求権に関する問題」をめぐる多数の訴訟が日本とアメリカと韓国で進行中である。

さる３月17日には、韓国の国家安全保障会議常任委員会が「徹底的な真実糾明、真実な謝過と反省、容怨と和解という世界史の普遍的方式に立脚して過去史問題を解決していく」２）と闡明する声明を発表したのに対して、日本の町村信孝外務大臣が「両国関係の歴史の歯車を戻すことは賢明と言えない」３）と反駁する声明を発表する一幕もあった。

果たしていまこの瞬間において、韓日間過去史問題の解決の基準になる「世界史の普遍的方式」とは何であり、「両国関係の歴史の歯車」はどこに位置しているのか。これはつまり韓日関係の法的な基本枠であるはずの1965年韓日条約によって何が行われたのか、また残っているのは何なのかという質問に他ならない。この報告は、この質問に対する答えを探ってみようとする一つの試みである。

　

　

Ⅱ.「基本条約」第２条

　

　１.「不法強占」ＶＳ「合法支配」

　　1965年、韓国と日本は「基本条約」第２条を通じて次のように合意した。

　　千九百十年八月二十二日以前に大日本帝国と大韓帝国との間で締結されたすべての条約

　　及び協定は、もはや無効であることが確認される。

　　It is confirmed that all treaties or agreements concluded between

    the Empire of Japan and the Empire of Korea on or before August

    22. 1910 are already null and void.  4)

　　

　　　ところが、この一つの条文に対して解釈は二つに分けられた。韓国政府は、「該当する条約及び協定に関しては、1910年８月22日のいわゆる韓・日合併条約及びそれ以前に大韓帝国と日本帝国間に締結されたすべての条約・協定・議定書等、名称如何にかかわらず国家間合意文書はすべて無効であり、また政府間で締結されたものであれ皇帝間で締結されたものであれ無効である。無効の時期に関しては、「無効」という用語そのものが

　　別段の表現が附帯されないかぎり、原則的に「当初から」効力が発生しないということであり、「すでに」と強調されている以上、遡及して無効（Null and Void）５）であると解釈した。このような解釈の根拠は、それら諸条約が「過去日本の侵略主義の所産」６）である、ということであった。

　　　これに対して日本政府は、「『もはや無効である』とは、現在の時点においては、もはや無効となっているという客観的な事実をのべたものに過ぎない。・・・なお、無効になった時期については、併合条約以前の諸条約は、それぞれの条約に規定する条件の成就または併合条約の発効とともに失効し、また、併合条約については、韓国の独立が行われた時期、すなわち、一九四八年八月一五日に失効した」７）と解釈した。このような解釈の根拠は、「正当な手続きを経て締結された」８）、つまり、「対等の立場で、また自由意志でこの条約が締結された」９）、ということであった。

２.　1995年以後の「変化」

　

　　ところが、この問題と関連しては、1995年以後日本側に注目すべき変化が生じた。日本の「終戦50周年」を記念して、1995年８月15日当時の村山富市総理大臣が発表した談話10）を通じて、日本政府は「植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与え」たという「疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め」「痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明」した。また、1998年10月８日の金大中－小渕恵三共同宣言11）を通じては、「過去の一時期韓国国民に対し植民地支配によりより多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実を謙虚に受け止め、これに対し、痛切な反省と心からのお詫び」12）を述べた。

　　1965年には日本政府が植民地支配に対する責任を認めようとしなかったことを考えれば、これが小さくない変化であることは間違いない。この時点になって、日本政府は、それ以前には認めなかった、「韓国国民に対し植民地支配」により多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実」とそれが「痛切な反省と心からのお詫び」を述べるべきものであるという事実を、はじめて認めたからです。しかし、日本政府は、それ以後も「植民地支配の現実というものを直視して、そして厳しい反省をした上でおわびするところはおわびをすべきだ」13）としながらも、「法的に有効」であった14）という立場を維持することによって、「法的無責任の原則」は固執した。

3. 評価

　

1） 合意は存在したのか。

　

韓日両国政府は、「基本条約」第２条に合意したが、それが解決しようとした問題、つ

まり、1900年代初めの韓日間の諸条約の効力の問題＝35年間の日本の韓半島支配の性格の問題に関して、最初から全く相異なった解釈をしており、その解釈の差は今でも解消されていない。これはいうまでもなく、この問題に関して韓日両国の間に合意が存在していなかったこと、また今でも存在していないことを意味する。

1965年当時、韓日両国政府が、互いに相反する立場を縮めることを諦めて、「already」

    という曖昧な表現を挿入することによって、各々相異なった主張をすることにしたということが、「基本条約」第２条への合意の歴史的実体であるという点を考えれば、「基本条約」第２条への合意は、つまるところ、「曖昧性への合意」あるいは「無合意への合意」に過ぎないのである。

　　　「両国関係の正常化」を「希望」して「基本条約」が締結されてから40年が過ぎたにもかかわらず、両国関係が「非正常」の状態から脱していないのは、まさにこのためなのである。

　　　35年間の日本の韓半島支配は、韓国には依然「不法強占」であり、日本には依然「合法支配」である。そして、これが両国間の「歴史戦争」の源である。「新しい歴史教科書をつくる会」の歴史・公民教科書問題の一番根本的な原因は、それが「1910年の合併条約は合法的であった」という、日本政府の公式立場を前提として記述されているということに他ならない。

　　　要するに、35年間の日本の韓半島支配の性格という問題は、依然未合意・未解決の状態にある。ところで、いうまでもなく、両国関係においてもっとも近い過去に関連した深刻な問題を解決しない限り、両国関係の正常化は瞭然であるしかない。したがって、韓日両国政府はこの問題の解決に積極的に取り組まなければならないのである。

２）「合法不当論」の限界

　1995年の村山談話と1998年の金大中－小渕共同宣言は、この問題の解決のための一定の可能性を内包していた。韓国側の「不法強占」論は、「韓国国民に対し植民地支配により多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実」に対して責任を取ることを要求するものに他ならないが、日本政府がまさにその「歴史的事実」を認め「痛切な反省と心からのお詫び」を述べたからである。残った課題は、その「歴史的事実」に対して責任をとることだけだったのである。ところが、日本側は「合法不当論」を持ち出してその責任を否定することによって、解決の可能性を排除してしまった。

　もちろん、「合法不当論」は、「合法正当論」に立脚していた既存の日本政府の立場を修正することによって、「合法論」から植民地支配を正当化する機能を剥奪しているという点で一定の進展であることは間違いない。それだけでなく、「合法不当論」の中には、注目すべき洞察が含まれてもいる。例えば、海野福寿教授は、「不法論」は「もし条約無効＝植民地支配不法であるならば謝罪・賠償をしなければならないが、もし条約有効＝植民地支配合法であるならば、謝罪・賠償をしなくてもよいという排中立的論理」であって、その論理によれば例えば、「有効・合法的に植民地化した台湾に対して日本は謝罪も賠償もする必要がない」という結果になり、「今日世界的な規模で我々に求められている植民地主義の清算と克服という課題に合わない」と主張した。15）　また、坂本茂樹教授は、「歴史の問題を旧条約の効力問題、すなわち有効であるか無効であるかとする二分法の中に入れること」は、「日韓の過去に起きた他の多くの歴史的事実を取捨し、効力問題に関する要件事実（条約の無効という法効果の発生に必要な事実）のみで両国の過去を語ろうとすることに違いなく」、むしろ「両国の国民間の共有されるべきことはこのような狭い法的事実から導かれる効力問題に対する答えでなく、植民地支配の過酷な実情とそのような歴史をどのように清算するのかというより広い課題である」と主張した。16)

　これらの主張は、帝国主義時代の植民地支配、そしてそのひとつとしての日本の韓半島支配に対するより根源的な清算の必要性を提示しているという点で、韓日間過去清算が志向しなければならない一つの方向性を示していることは確かである。

　しかし、このような主張は韓日間過去清算が今現在まで懸案として残っているその脈絡を考慮するとき、的はずれな主張であるといわざるをえない。当初、韓国人は「日本が韓半島を強占し抑圧して略奪したことに対して責任をとれ」と要求しただけであった。韓国人は、「条約有効＝植民地支配合法であれば謝罪・賠償をしなくてもいい」と考えたこともなく、そう主張したこともない。韓国人の要求は、決して「効力問題に関連した要件事実」にのみ注目した結果でもなく、それにのみ立脚したものでもなかった。それはまさに「植民地支配の過酷な実情とそのような歴史をどのように清算するのかというより広い課題」を解決しようとする要請であった。ところが、それを、日本政府が「合法であったので責任をとる必要はない」として強く拒否した。それで、その拒否に対応するために、韓国人は「しかも不法であった」と重ねて追求するようになったのである。それにもかかわらず、日本政府は「合法」という「狭い」主張を依然として撤回しないまま責任を回避している。その結果、韓日間過去清算が今この瞬間にも懸案として残っているのである。このようにみると、「合法不当論」は脈絡からはずれたもの、その結果「空虚な理想論」に過ぎない、という批判から逃れることができないものなのである。

　常にそうであるように、「空虚な理想論」は、それが主張する「理想」とは正反対の現実を招く。これは「合法不当論」がその曖昧性のために、日本人の意識の中に「不当性」に対する認識を根差させるよりは、自分を「天皇を中心とする神の国」17)の国民として位置付け、よって「三国人」18)を警戒すべきとし、大々的な都心軍事訓練を敢行する国民として位置づけ、「自虐」する逆立ちした「自由主義」史観19)を拡散させる結果を生んでしまった、という事実によって証明されるのである。

Ⅲ.　「協定」第２条等

　１.　1965年の「合意」と措置

　1995年、韓国と日本は「財産および請求権に関する問題の解決と経済協力」に関して次のように合意した。

「協定」第１条：日本国は、大韓民国に対し、（ａ）・・３億ドル合衆国（300、000、000ドル）に等しい円の価値を有する日本国の生産物及び日本人の役務を、この協定の効力発生の日から10年の期間にわたって無償で供与するものとする。

（ｂ）・・２億合衆国ドル（200、000、000ドル）に等しい円の額に達するまでの長期低利の貸付で、・・日本国の生産物及び日本人の役務の大韓民国による調達に充てられるものをこの協定の発生の日から10年の期間にわたって行うものとする。

「協定」第２条：１.両締約国は、両締約国及びその国民（法人を含む）の財産、権利及び利益並びに両締約国及びその国民の間の請求権に関する問題が1951年9月８日にサン・フランシスコ市で署名された日本国との平和条約第４条（ａ）に規定されるものを含めて、

完全かつ最終的に解決されたこととなることを確認する。・・

３.・・一方の締約国及びその国民の財産、権利及び利益であってこの協定の署名の日に他方の締約国の管轄の下にあるものに対する措置並びに一方の締約国及びその国民の他方の締約国及びその国民に対するすべての請求権であって同日以前に生じた事由に基づくものに関しては、いかなる主張もすることができないものとする。

「財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する大韓民国と日本国との間の協定についての合意された議事録」の２：協定第二条に関し、

（ａ）「財産、権利及び利益」とは、法律上の根拠に基づき財産的価値を認められるすべての種類の実体的権利をいうことが了解された。・・

（ｅ）同条３により執られる措置は、同条１にいう両国及びその国民の財産、権利及び利益並びに両国及びその国民の間の請求権に関する問題の解決のために執られるべきそれぞれの国の国内措置をいうことに意見の一致をみた。・・

（ｇ）同条１にいう完全かつ最終的に解決されたこととなる両国及びその国民の財産、権利及び利益並びに両国及びその国民の間の請求権に関する問題には、日韓会談において韓国側から提出された「韓国の対日請求要綱」（いわゆる八項目）の範囲に属するすべての請求が含まれており、したがって、同対日請求要綱に関しては、いかなる主張もなしえないこととなることが確認された。

また、日本は、1965年12月17日「財産及び請求権に関する問題の解決及び経済協力に関する日本国と大韓民国との間の協定第２条の実施に伴う大韓民国等の財産権に対する措置に関する法律」（法律第144号）を制定して、「大韓民国又はその国民（法人を含む）の財産権」のうち、「協定」第２条３の「財産、権利及び利益に該当するもの」を「昭和四十年六月二十二日において消滅」させる措置を取った。

それから、韓国は、１）1966年2月19日「請求権資金の運用及び管理に関する法律」を制定して、「大韓民国の国民が持っている1945年8月15日以前までの日本国に対する民間請求権は、この法に定める請求権資金から補償すべきである」（第５条１項）と規定し、２）1971年１月19日「対日民間請求権申告に関する法律」を制定して、韓国人が所有している日本銀行券及び日本国政府の補助貨幣、日本国政府などが発行した有価証券、日本の金融機関に預け入れられている預金、日本国政府の機関への寄託金、日本国政府に対する債権等とともに、「日本国によって軍人・軍属または労務者として召集または徴用され、1945年8月15日以前に死亡した者」（被徴用死亡者）を申告するようにし、３）また1974年12月21日「対日民間請求権補償に関する法律」を制定して、財産、権利及び利益に該当するものに対する補償措置とともに、「被徴用死亡者に対する請求権補償金」として「１人当たり30万ウォン」（第４条２項）を支給する措置を取った。

2. 韓日両国政府の解釈

　「協定」は韓日間の「財産、権利および利益」と「請求権」に関する問題が「完全かつ最終的に解決」されたと宣言した。ところが、それに対する韓日両国の解釈は相異なっており、

　また各国の解釈が時代によって局面によって異なる。

　

1） 日本政府の解釈

　ａ　日本政府は「協定」第１条の「経済協力の増進」と第２条の「権利問題の解決」との間には法律的になんの相互関係も存在しない、という立場を一貫して取ってきた。

　　　1965年11月５日の「日本国と大韓民国との間の条約及び協定に関する特別委員会」で椎名悦三郎外務大臣は、５億ドルと対日請求権との間に「法律上の関係はありません」20)と明言した。1966年3月に発刊された『日韓条約と国内法の解説』も、「経済協力の増進と請求権問題の解決は、同一の協定の内容となっているが、・・両者の間にはなんら法律的な相互関係は存在しないものである」21)、「第１条に規定する５億ドルの資金供与は、・・あくまで経済協力として行われるものにほかならない」22)と明言した。また、1990年代にはいっても、たとえば、1993年５月26日の衆議院「予算委員会」で、丹波実外務省条約局長は、「協定」の「第１条と第２条の間には法的な直接のつながりはございません」23)と明言した。

　

ｂ　日本政府は、一貫して、権利問題が「協定」そのものによっては「国と国との間では完全かつ最終的に決着しておる」24)と主張してきた。

ｃ　日本政府は、少なくとも1990年代までは、一貫して、個人の権利と関連して「協定」によって消滅したのは、それに関する国家の外交保護権だけであると主張してきた。

　　1965年11月５日の「日本国と大韓民国との間の条約及び協定等に関する特別委員会」で、椎名外務大臣は、「協定」によって「外交保護権だけを放棄した」と数回にわたって確認したし25)、1966年３月に発刊された『日韓条約と国内法の解説』も、「協定第２条３の規定の意味は、・・国が国際法上有する外交保護権を行使しないことを約束することである」26)と明言した。また、1990年代にはいっても、1991年８月27日の参議院「予算委員会」で、柳井俊二外務省条約局長は、「日韓両国が国家として持っております外交保護権を相互に放棄したということでございます。したがいまして、いわゆる個人の請求権そのものを国内法的な意味で消滅させたというものではございません。日韓両国間で政府としてこれを外交保護権の行使として取り上げることはできない、こういう意味でございます」27)と明言し、1994年３月25日の衆議院「内閣委員会」で、竹内行夫外務大臣官房審議官は、「日韓両国民の財産請求権問題に関しましては、両国が国家として有している外交保護権を相互に放棄したものでございます。協定上の取り扱いといたしまして、日韓協定の規定そのものによって個人の財産ないし請求権を国内法的な意味でもって直接消滅させたということではないという点は、従来から申し上げているところでございます」28)と明言した。29)

ｄ　日本政府は、韓国人の権利のなかの「財産、権利及び利益」は、それに関する「国内法的な措置」である法律144号によって消滅したと主張してきた。

ｅ　ところが、韓国人の権利のなかの「請求権」は、日本政府の主張によるとしても、「協定」そのものによっても「国内法的な措置」によっても消滅したことがない。それでは韓国人の請求権はどうなったのか。これに対する日本政府の主張は、時代によって局面によって微妙な変化を見せている。

　　1965年当時は、ただ「外交保護権だけを放棄した」とするのにとどまった。

　　しかし、1990年代にはいって、冷戦の重荷に押されていた各種の権利主張が雪崩を打って押し寄せられ、その一部として日本軍「慰安婦」被害者をはじめとする韓国人被害者の被害救済の要求も強力に提起され、また国際社会もその要求に呼応して日本政府を圧迫するようになるや、たとえば1993年５月26日の衆議院「予算委員会」で、丹波外務省条約局長が、「請求権につきましては、外交的保護の放棄ということにとどまっておる。個人のいわゆる請求権というものがあるとすれば、それはその外交的保護の対象にはならないけれども、そういう形では存在しうるものである」30)と明言したように、請求権が

　「存在」するということを積極的に認めた。それから、たとえば、やはり丹波条約局長が、請求権は「『財産、権利及び利益』に該当しないような、法律的根拠の有無自体が問題になっているというクレ－ムを提起する地位を意味する・・例えばＡとＢとの間に争いがあって、ＡがＢに殴られた、したがってＡがＢに対して賠償しろと言っている、そういう間は、それはＡのＢに対する請求権であろうと思うのです。しかし、いよいよ裁判所に行って、裁判所の判決として、やはりＢはＡに対して債務を持っておるという判決が出たときに、その請求権は初めて実体的な権利になる」と31)明言したように、また、たとえば1994年３月25日の衆議院「内閣委員会」で、竹内行夫外務大臣官房審議官が、「個人としての請求を例えば裁判所に提起するという権利まで奪われているということではございません」32)と明言したように、請求権の意味を具体的に提示した33)。そのうえ、日本政府は、たとえば1992年３月９日の衆議院「予算委員会」で、工藤敦夫内閣法制局長官が、「損害賠償請求について、いかなる取り扱いがされるか、これは裁判所の判断にまつところ」34)と明言したように、請求権の実現の如何は裁判所の判断によって決まる問題であるという立場を明らかにした35)。

　　ところが、1990年代に入って漸増してきた国際社会の圧力が2000年12月の「日本軍性奴隷制を裁く女性国際戦犯法廷」においてその頂点に達し、下級審裁判所を中心として「時効・除斥期間」と「国家無答責の原則」を排除する判決がでることによって日本における韓国人被害者たちの対日過去清算訴訟において日本政府の優位が崩れ、また2000年からは「時効・除斥期間」と「国家無答責の原則」から自由であるアメリカと韓国の法廷に韓国人被害者たちが訴訟を提起して日本に対し圧迫を加えるようになるや、日本政府の主張は少なからず後退することになる。日本政府は、2000年11月２日釜山従軍慰安婦・女子勤労挺身隊公式謝罪等に関する控訴審での準備書面のなかでは、「同協定上の『請求権』に該当する場合は、そもそも国内法上は法的な根拠を欠けるのであり、また国際法上もそれをわが国に請求できるのは韓国であったが、韓国が外交保護権を放棄した以上、韓国はわが国に請求することは不可能であり、また、韓国国民にはそもそもそのようなクレ－ムを提起できる地位はないので、韓国国民がこれを請求してもわが国はこれを認めるべき法的義務はないのである」36)と主張した。また2003年9月19日朴昌喚他39人が控訴した事件での準備書面のなかでは、「『請求権』については、日韓請求権協定２条３において、一律に『いかなる主張もすることができないものとする』とされており、同協定２条において、『請求権に関する問題が完全かつ最終的に解決されたこととなる。』ことが確認されている。・・『請求権』について、いかなる主張もすることができず、完全かつ最終的に解決したとは、韓国及びその国民が、どのような根拠に基づいて日本国及びその国民に請求しようとも、日本国及びその国民はこれに応じる法的義務はないという意味である。・・・したがって、韓国国民がこの『請求権』に基づいて、わが国に請求をしたとしても、我が国はそれに応じる法的義務がないこととなる」37)と主張した。

2） 韓国政府の解釈

ａ　韓国政府は、日本政府とは反対に、「協定」第１条と第２条の間に相互関係が存在す

るという立場を取った。

1965年８月の国会の「韓日間の条約及び諸協定批准同意案審査特別委員会」で、張基

栄経済企画院長官が、「その請求権[協定]第２項38」にあるいわゆる無償３億弗は請求権ではなく、一歩進んで実質的には賠償的な性格を持つものであると思います。そういう意味でこれは経済協力ではなく請求権が主である」と発言したことがその代表的な例である39）。この発言は、全般的に明確ではないが、少なくとも「協定」第１条によって日本が韓国に３億弗を無償で支給したことが韓国及び韓国人の権利問題の解決と関係があるという趣旨であることは明らかである。1966年２月19日の「請求権資金の運用及び管理に関する法律」が「大韓民国の国民が持っている1945年８月15日以前までの日本国に対する民間請求権は、この法に定める請求権資金から補償すべきである」（第５条１項）としたことはその具体的な現れであると見ることができよう。

　

ｂ.　韓国人個人の権利に関しては、1965年当時の韓国政府は、「財産及び請求権問題の解決に関する条項によって・・我々が最初に提示した８項目の対日請求要綱で要求したものはすべて消滅することになった。従って地金及び地銀に関する請求、過去の朝鮮総督府逓信局関係の請求（郵便貯金、簡易生命保険など）、韓国に本社を置いた法人の在日財産に関する請求、韓国人が所持した日本系通貨、各種有価証券（国債、公債など）、被徴用者の未収金及び補償金、恩給などに関する請求、韓国人の対日政府及び日本国民への各種請求が、すべて完全かつ最終的に消滅することになる」40）と主張した。

　当時の韓国政府が国家の外交保護権と個人の権利を、また財産、権利及び利益と請求権を区別していたかどうかは明確でない。しかしながら、この主張において韓国人の権利が「すべて完全かつ最終的に消滅」するという点に重点が置かれていたことは明らかである。それなら、当然補償の問題が提起されるようになる。

　それに関する韓国政府の立場は、類推してみれば、一連の国内措置を通じて請求権資金から補償をしたということになるだろう。もちろん、財産、権利及び利益に対しては、その補償が充分かつ適正だったのかどうかは別論として、一定の補償措置が行われたことは事実である。しかしながら、請求権の場合は被徴用死亡者の遺族に対して1人当たり30万ウォンの補償金を支給したこと以外はなんの措置も取られなかった。それなら、被徴用死亡者の遺族以外の被害者達の請求権はどうなったのか、それも消滅したのか。消滅したなら国家の外交保護権だけが消滅したのかそれとも個人の請求権そのものも消滅したのか。個人の請求権まで消滅したならそれに対する補償はどうなったのか。このような諸疑問が当然提起されるわけであるが、当時の韓国政府はこれらに関してはなんの説明も提示しなかった。

　

ｃ.日本政府の場合と同じく、1990年代初めから日本軍「慰安婦」問題を中心とした過去清算問題が深刻に提起され、韓国国内から韓国政府の無為に対する指弾が厳しくなるや、韓国政府は「協定」によって消滅したのは外交保護権だけであり、個人の請求権は消滅しなかったと主張するようになった。

　すなわち、1991年10月11日の国会本会議で、李相玉外務部長官は、「過去史に基因する対日被害補償問題は1965年に締結された・・協定によって両政府間に法的にはすでに一段落し」41)たと主張した。1995年９月20日の国会統一外務委員会で、孔魯明外務部長官は、「我が政府は、1965年の韓・日協定の締結でもって一応日本に対して政府レベルにおいての金銭的な補償は一段落した」42)として政府レベルの問題解決、つまり外交保護権の放棄を認める一方、「個人的な請求権に対しては政府がこれを認めており」43）として個人の請求権は消滅しなかったと主張した。1998年１月26日の国会統一外務委員会では、柳宗夏外務部長官が、「65年の請求権協定は当時主に財産権に対する補償請求権を中心に交渉が行われ、不法行為に対する賠償責任を対象ととしたわけではない」44)と主張した。また、2000年10月25日には、李廷彬外交通商部長官が、金元雄国会議員の質疑に対する書面答弁書を通じて、「韓日両国政府は、被徴兵・徴用者の賠償など両国間の請求権に関する問題を解決するために、1965年『財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する大韓民国と日本国との間の協定』を締結し、両国政府間に請求権問題を一段落しました。ただし、・・政府としては『請求権協定』が個人の請求権訴訟など裁判を提起する権利には影響を及ぼさないという立場であります」と再確認した。

　

ｄ.ところが、2002年10月に韓国人被害者100人が、「協定」関連文書の公開要請に対する外交通商部の拒否処分の取消しを求めて提起した訴訟（いわゆる「100人訴訟」）と関連して、2003年５月14日外交通商部が提出した準備書面45)を通じては、韓国政府は、「大韓民国政府が韓日請求権協定の締結後対日民間請求権に対する補償立法を通じて日本国の代わりに日帝強占期の被害者たちに対する補償を終了」したので公開の実益がないと主張した。

3. 評価

1)　合意は存在したのか。

　　このように、「協定」と関連しても、請求権資金と財産および請求権問題の解決との間

に法的な関連があるのかどうか、「協定」そのものによって消滅したのは国家の権利だけ

なのかそれとも個人の権利もそこに含まれているのか、各国の国内措置によって韓国人個人の権利も消滅したのかどうか、韓国人個人は請求権を行使できるのかどうか、韓国人個人が請求権を行使できるとするなら、それは何を意味するのか等々の問題に関して、韓日両国政府の解釈は相異なっており、また各国の解釈が時代によって局面によって異なる。したがって、「財産および請求権に関する問題の解決」に関しても、韓日両国政府の間に明確な合意が存在するとはいえない。

２）何が解決されたのか

より根本的な問題は、そもそも「協定」によって解決された「財産、権利および利益」と「請求権」はいったい何なのかが曖昧であるということである。「財産、権利および利益」に関しては、それが「法律上の根拠に基づき財産的価値を認められるすべての種類の実体的権利をいうことが了解」されたが、請求権に関しては何の定義規定もない。

　もう一方踏み込んでいけば、「完全かつ最終的に解決」されたのは、「両締約国及びその国民（法人を含む）の財産、権利及び利益並びに両締約国およびその国民の間の請求権に関する問題」となっているだけで、その「財産、権利および利益」と「請求権」の原因が全く提示されていない。権利の原因が明確に提示されていないと、権利そのものが確定できないのである。もちろんこれに対しては「特定しなかったので、過去のすべての原因に基づく権利がその対象である」という反論がありうるだろう。しかし、問題はその「過去」に対する韓国と日本の理解が相反するということである。韓国にはその過去は「不法強占」

であり、日本には「合法支配」である。したがって、それぞれに基づいた権利の内容は相異なるしかないのである。だとすると、そもそも「財産、権利および利益」と「請求権」がいったい何なのかが曖昧であるというしかないのである。

　ただ、解決された権利の範囲をきめるための糸口はある。「日本国との平和条約」がそれである。まず、「協定」第２条１は、「千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国との平和条約第四条（ａ）46）に規定されたものを含めて」と規定して、「日本国との平和条約第４条（ａ）」が権利の範囲を決定するのにおいて重要な基準であることを明示的に表わしている。しかも、「協定」が「日本国との平和条約」を前提としていると見ることこそ、権利の範囲に関して1965年当時の韓日両国の理解が一致した唯一の部分である。

　当時、韓国政府は次のように主張した。

　

　平和条約第４条の対日請求権は、戦勝国の賠償請求権とは区別される。韓国は、不幸にも平和条約の調印当事国として参加しえなかったので、平和条約第14条の規定による戦

勝国が享有する「損害および苦痛」に対する賠償請求権を認められなかったのである。よく請求権問題と関連して「日本の36年間の植民地統治の代価」として論議する一部の意見は、このような韓・日間の請求権問題には賠償請求を包含できないという根本的立場を認識できないことから生じる概念の混同であると見なしうる。我々が日本国に要求する請求権を国際法に適用してみれば、領土の分譲・分割に伴う財政上および民事上の請求権解決の問題なのである。47）

また、日本政府も次のように主張した。

　

サン・フランシスコ平和条約第四条（ａ）の規定によれば、日韓間の請求権の処理は、両国間の特別取決めによって行われることとなっており、・・（第２条）第一項は、サン・フランシスコ平和条約第二条（ａ）48）に定めるわが国による朝鮮の分離独立の承認により、日韓両国間において処理を要することとなった両国および両国民の財産、権利および利益ならびに請求権に関する問題が、今後両国間で、完全かつ最終的に解決されたこととなることを確認している。49)

要するに、1965年当時の韓日両国政府は、「協定」が「日本国との平和条約」のいう日本と韓半島の分離・分割に伴う財政上・民事上の権利問題を解決するために締結されるものであると認識していたのである。これは、つまり「日本の35年間の植民地統治の代価」は「協定」の対象ではなかったということを意味する。さらに、これは「日本の35年間の植民地的統治の代価」という問題は、1965年にも解決されたことがなく、依然韓日間の課題として残っているということを意味するのである。50）

3） 韓日両国政府の責任

　

　「協定」によって解決された問題の範囲は、「協定」以後の韓日両国政府が責任を負うべき問題の範囲をきめる。韓日両国政府は両国間の過去史問題に関して「協定」によって解決されていない範囲に対して責任を負わなければならないのである。

　まず、韓国政府は「協定」によって解決されたと処理された韓国人の権利に関して補償する責任を負うべきである。1960～70年代の一連の法律はその責任と関連があると見ることができる。もし、それらの法律によって補償が行われていない部分があれば、それに対する責任は依然残っていると見るべきである。

　つぎに、日本政府も「協定」によって解決されたと処理された韓国および韓国人の権利を除いた部分に対して責任を負うべきである。これと関連しては、日本政府が「協定」第１条と第２条との間の法的な関連を否定したという事実が注目されるべきである。日本政府は、

「協定」第１条によって韓国政府に供与する資金は決して第２条の問題とは関係がないと主張した。さる１月17日に韓国政府が公開した「協定」関連文書中の、1965年５月14日に開催された請求権および経済協力委員会第６次会議の会議録からも確認できるように、日本政府は、会談の最後の段階においてさえ請求権資金は「請求権の代価」や「日本の一方的な義務に立脚して提供するもの」ではなく、どこまでも「純粋な経済協力」資金として提供するものであると主張して韓国政府と激論を交わした。このような日本政府の主張が「35年間

の韓半島支配と関連して責任を負うべきことは何もない」という考えに基づくものであったということはいうまでもない。

　ところが、日本政府は1995年の村山談話と1998年の金大中－小渕共同宣言を通じて、「韓国国民に対して植民地支配により」「痛切な反省とお詫び」をすべき「多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実」を認めた。「痛切な反省とお詫び」をすべき「多大の損害と苦痛を与えた」なら、それに対して責任をとるべきことは当然である。ところが、日本政府は自ら「協定」がこの責任と何の関係もないと主張してきた。そうであるなら、その責任は依然負うべきものとして残されているといわなければならないのである。

Ⅳ.　おわりに

　

　冷戦下の1965年、韓日間には、「基本条約」が締結されたにも関わらず、35年間の日本の韓半島支配の性格に関する合意が成立しなかった。また、「協定」によって解決されたのは、植民地支配から生じた問題の一部に過ぎなかった。冷戦が終わって、日本政府はついに植民地支配の問題性を認めるようになった。また、韓国政府も「1965年体制」の問題性を認めるようになった。それで、いま日本の韓半島植民地支配に関わる、残された問題の解決が求められている。これが、「両国関係の歴史の歯車」の位置する地点なのである。

　韓日間の真の友好関係のために、ともに問題を解決していかなければならない。まず、真相の究明が必要である。そのためには、何よりも資料を持っている日本側の積極的な取り組みが求められる。日本側に求められている資料には、植民地支配に関する資料はもちろん、1965年の「真相」をもっと明確にするための資料をも含められている。つぎに、真相に基づいたしかるべき措置が必要である。真相に基づいて、反省すべきことは反省し、謝罪すべきことは謝罪し、救済すべきことは救済することが求められる。また、真相に基づいて、現在と未来の歴史教育を行っていくことが求められる。

　考えてみれば、これらの諸解決は、1965年に行うべきであった。少なくとも、1965年にはやるべきであった。そういう意味で、いま韓国と日本に求められているのは、40年も、60年も遅れた出発であるともいえる。それだけ難しいだろう。しかし、難しいだけにやりがいのあることでもありうる。しかも、それは、植民地支配という人類の恥ずかしい歴史に「世界史の普遍的方式」の光をあてる貴重な営みなのである。
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